平成15年度第1回関東学生法律討論会　問題　　　　　　　　　　　　　　　　　　早稲田大学

分野【民法】

　Aは、1000万円の敷金を差し入れてBから甲建物を賃借し、同建物の引渡を受けた。

この賃貸借契約においては、借賃は月120万円と定められている。

　このあとでBは、Cに対して負っている金額7000万円の乙債務の担保として、甲建物を目的とする抵当権をCのために設定し、その旨の抵当権設定登記がなされた。そののちBの資力が悪化し、甲建物について不動産競売開始決定がなされている。このような状況のもとで、Cは、乙債務の弁済期が到来したにもかかわらず、その弁済がなされないところから、甲建物に設定を受けた抵当権に基づき、2003年の１月分から６月分までのBのAに対する賃料債権の差押を申し立て、その旨の債権差押命令が出された。
1 Aは、2003年1月分以降の賃料について、その弁済を拒絶することができるか。

Bに対して拒絶することができるかどうかのみならず、Cに対して拒絶することができるかどうかをも検討せよ。

2 甲建物の不動産競売においてDが買受を申し出て売却許可決定がなされ、Dが

2003年5月に執行裁判所に代金を納付したという場合において、その時点でAが、同年1月分から5月分までの合計600万円の借賃を支払っていないときに、つぎの諸点を検討せよ。
(1) 　Cは、Aに対し金員の支払を請求することができるか。請求することができると考えられる際に、その根拠は、どのように考えるべきであるか。
(2) 　Aは、Dに対し金員の支払を請求することができるか。請求することができると考えられる際に、その要件および範囲は、どのように考えるべきであるか。

3 この学生討論が催される年度の４月１日に現に効力を有する法令に徴するならば、賃貸借の登記において、差し入れた敷金の額を登記することはできない（不動産登記法132条参照）ところ、もし差し入れた敷金の額を賃貸借の登記の任意的記載事項とする旨の法律改正がなされたとするならば、そのような法律のもとにおいては、前二問に対する解答のなかに、解決が異なることとなる部分が生ずるかどうかを検討せよ。
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